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西予市消防本部障害者活躍推進計画（第２期） 

 

【趣旨】 

障害者の雇用促進や雇用の機会均等及び待遇確保、就業による自立促進等に関し、障害

者の職業の安定を図ることを目的とした、障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「障

害者雇用促進法」という。）が、令和元年 6 月に一部改正となり、国及び地方公共団体が

率先して障害者を雇用する責務が示されている。 

このことから、本市消防本部において、厚生労働省が定めた「障害者活躍推進計画作成

指針」に即して、「障害者である職員の職業生活における活躍の推進に関する取組に関す

る計画（障害者活躍推進計画）」を策定し、障害者である職員一人ひとりが能力を有効に

発揮できるよう、その活躍を推進する体制や環境整備に取り組むものである。 

計画の内容については、以下のとおりであり、取組状況等を把握・検証したうえで、必

要に応じて計画の見直しを行うこととしている。 

 

機関名 西予市消防本部 

任命権者 西予市消防本部消防長 

計画期間 令和７年４月１日～令和 12 年３月 31 日（５年間） 

障害者雇用に関する課

題 

消防吏員については、障害者雇用促進法第 38 条の雇用に関する国及

び地方公共団体の義務の対象外となっている。消防吏員以外には、一

般行政事務職員（再任用職員含む）、任期付き任用職員、非常勤職員が

配属されている。現在、障害者である職員はおらず、また、これまでに

障害者の採用実績はないが、今後、中途障害者として身体障害者とな

った職員が在籍すること等も考えられるため、組織的な体制整備が必

要である。 

目標 

１ 採用に関する目標 

市長部局からの出向職員については、障害者である職員が配属され

るよう市長部局へ要請する。また、会計年度任用職員については、障

害者である応募者を念頭においた形で職員の募集を行う。 

２ 定着に関する目標 
なし 

※障害者である職員の採用後、定着状況データを把握していく。  

取組内容 

１ 障害者の活躍を推

進する体制整備 

〇 障害者職業生活相談員の選任義務の有無に関わらず、障害者であ

る職員の相談を受付けできる体制を整備する。 

 

○ 障害者職業生活相談員の選任義務が生じた場合には、３か月以内

に選任するとともに、当該選任しようとする者が資格要件を満たさ

ない場合には、労働局が開催する公務部門向け障害者職業生活相談

員資格認定講習を受講させる。 
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２ 障害者の活躍の基

本となる職務の選定・

創出 

身体障害等により従来の業務遂行が困難となった障害者から相談

があった場合は、労働局に相談しつつ、負担なく遂行できる職務の選

定及び創出について検討する。 

３ 障害者の活躍を推

進するための環境整

備・人事管理 

障害者である職員からの相談のほか、人事ヒアリング等の際、障害

者である職員に対しては必要な配慮等の有無について確認し、その

結果を踏まえて継続的に必要な措置を講ずる。 

４ その他 

国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関す

る法律に基づく障害者就労施設等への発注等を検討し、障害者の活躍

の場の拡大を推進する。 

 


